
令和４年８月２６日 

青 森 県 病 院 局 

 

令和３年度における「女性活躍推進のための青森県病院局特定事業主行動 

計画」の実施状況及び女性の職業選択に資する情報の公表について 

 
 病院局では、女性職員がその個性と能力を十分に発揮していくことができるよう、

「女性活躍推進のための青森県病院局特定事業主行動計画」を策定しており、地方公

務員法の平等取扱の原則及び成績主義の原則に留意しつつ、女性職員の採用・登用の

推進や男女の仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進に積極的に取り

組むこととしています。  
 ついては、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）第

19 条第６項に基づき、令和３年度における行動計画の実施状況を下記のとおり公表し

ます。  
 あわせて、同法第 21 条に基づき、女性の職業選択に資するよう、病院局における

女性の職業生活における活躍に関する情報を公表します。  
 

記  
 
Ⅰ 職業生活における機会の提供に関する実績 

  ※「会計年度任用職員」等の記載がない項目は、常勤職員についての状況です。（「Ⅱ職

業生活と家庭生活の両立に資する勤務環境の整備に関する実績」も同様です。） 

 

（１）女性採用比率 

目標(毎年度) H30 年度 R 元年度 R2 年度 R3 年度 R4.4.1 

58％ 60.6％ 63.8％ 61.0％ 56.3％ 66.3％ 

 

《取組内容》 

 ○採用 

【平成 28 年度～令和３年度実施状況】 

・   病院局職員の求人のための案内パンフレットに、女性職員を積極的に起用

しました。  
・   県内において開催された各大学等における医療技術職の就職相談会に積極

的に参加し、職員採用試験の受験を促しました。  
・   職員採用試験の係員や面接員に女性職員を積極的に起用しました。  

 

（２）採用試験の受験者の女性割合 

H29 年度 H30 年度 R 元年度 R2 年度 R3 年度 

78.6％ 73.7％ 67.4％ 73.9％ 77.5％ 

   ※年度はいずれも試験の実施年度 

 

（３）職員に占める女性職員の割合 

 H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1 R3.4.1 R4.4.1 

常勤職員 69.6％ 69.1％ 69.9％ 68.8％ 69.7％ 

会計年度任用職員 - - 90.8％ 90.6％ 88.5％ 

 

 

 

 



 

（４）管理職に占める女性職員の割合・各段階に占める女性職員の割合 

 目標 H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1 R3.4.1 R4.4.1 
伸び率 

(R4-H30) 

副参事級以上(A 

+B)に占める女 

性職員の割合 

R8.4.1 

21％以上 
16.9％ 15.3％ 16.9％ 16.9％ 18.3％   1.4 ㌽ 

本庁部局長・ 

次長相当職(A) 

 

 7.1％  7.7％  7.7％  7.1％  7.1％ 増減なし 

本庁課長 

相当職(B) 
19.6％ 16.9％ 19.0％ 19.3％ 21.1％  1.5 ㌽ 

本庁課長補佐 

相当職 
48.7％ 48.7％ 53.9％ 54.9％ 55.7％   7.0 ㌽ 

本庁係長 

相当職 
86.2％ 84.1％ 82.3％ 77.7％ 76.9％ △9.3 ㌽ 

 

《取組内容》 

 ○配置・育成、昇任 

【平成 28 年度～令和３年度実施状況】 

・ 定例人事異動の実施に当たり、基本方針の一つである「女性職員の積極的

な登用と従事業務の拡大」に基づき、女性の従事業務の拡大を図りました。

また、定例人事異動において、男女の配置バランスを考慮した配置を行いま

した。  
・ がん診療連携拠点病院としての機能強化及びがん診療の向上のため、認定

看護師等の資格取得に必要な講習、研修等の受講を計画的に行いました。  
・ 女性職員を副看護師長等に積極的に登用しました。  
・ 幹部職員や管理・監督の立場となる職員への女性職員の登用を行いまし

た。  
・ 女性をはじめ、多様な人材を活かすマネジメントについて学ぶ、ダイバー

シティマネジメント研修等を含む選択研修（青森県自治研修所実施）につい

て、職員に周知し、管理職員の意識改革やマネジメント能力の向上等の機会

を提供しました。  
 
（５）機会の提供に資する制度の概要 

・「セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメントの防止等に関する要

綱」に基づき、相談員を配置し、必要時には適切に対応できる体制づくりに

努めました。  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ⅱ 職業生活と家庭生活の両立に資する勤務環境の整備に関する実績 

 

（１）離職率と離職者の年代別構成割合（令和３年度） 

 離職率 
離職者の年代別構成割合 

～19 歳 20 歳～29 歳 30 歳～39 歳 40 歳～49 歳 50 歳～ 

男性 0.6％  0.0％ 25.0％ 37.5％ 25.0％ 12.5％ 

女性 2.8％  0.0％ 43.2％ 48.7％  5.4％  2.7％ 

   ※離職率は、令和 3 年 4 月 1 日在職者に対する令和 3 年度中の普通退職者の割合 

 

（２）男女別の育児休業取得率と取得期間の分布状況 

【育児休業取得率】 

目標 取得状況 H29 年度 H30 年度 R 元年度 R2 年度 R3 年度 

男性職員 15％ 

女性職員 95％ 

（R7 年 度 までに） 

常勤職員 

男性   5.3％   4.8％   3.2％  10.0％  16.7％ 

女性  98.1％ 100.0％ 100.0％  98.0％ 100.0％ 

 

会計年度 

任用職員 

※ 

男性 - - - - - 

女性 -  75.0％ 100.0％  66.7％ 100.0％ 

   ※H29 から R 元までは非常勤職員 

 
 【育児休業の取得期間の分布状況（令和３年度・常勤職員）】 

 
男性 女性 

人数 割合 人数 割合 

１か月未満  0   0.0％  0   0.0％ 

１か月以上３か月未満  1  33.3％  0   0.0％ 

３か月以上６か月未満  0   0.0％  0   0.0％ 

６か月以上１年未満  1  33.3％ 21  41.2％ 

１年以上  1  33.3％ 30  58.8％ 

計  3 100.0％ 51 100.0％ 

   ※会計年度任用職員（女性）の育休取得状況 

    １か月未満：14.3％、１か月以上３か月未満：28.6％、６か月以上１年未満：57.1％ 

 
（３）男性職員の配偶者出産休暇等の取得率と取得日数の分布状況 

取得年度 H29 年度 H30 年度 R 元年度 R2 年度 R3 年度 R3 年度取得日数の分布 

常勤職員 68.4％ 76.2％ 45.2％ 40.0％ 55.6％ 
5 日未満 5 日以上 

50.0％ 50.0％ 

会計年度

任用職員 
- - - - - 

5 日未満 5 日以上 

- - 

   ※配偶者出産休暇（3 日）、育児参加休暇（5 日）の最大 8 日取得可能 

 
 

（４）１人１月当たりの平均超過勤務時間（令和３年度） 

   １７．７時間 

 

（５）年次有給休暇の平均取得日数（令和３年１月１日～令和３年 12 月 31 日） 

   １０．４日 

 



   

《取組内容》 

 ○男女を通じた長時間労働の是正などの働き方改革 

○両立支援制度の導入と制度の利用や復職がしやすい雰囲気づくり及び男性職員

の家庭生活への参画の促進 

【平成 28 年度～令和３年度実施状況】 

・  「時間外勤務及び休日勤務の縮減・管理に関する指針」に基づき、時間外勤

務等の縮減に努めました。  
・  「青森県病院局特定事業主行動計画」や「職員の育児・介護と仕事の両立支

援ハンドブック（人事課作成）」により、育児に関する休業、休暇等の制度の

周知を図りました。  
・   夏季休暇と年次休暇を合わせて取得するなど、計画的かつ積極的な休暇の

取得について働きかけました。  
・ 夏季休暇の取得期間について、３か月間では取得することが困難と認めら

れる部署・職種に限って、特例的に前後１か月ずつ取得期間を延長していま

す。  
【平成 30 年度～令和３年度実施状況】 

・ 多様な働き方を尊重し、職員のワーク・ライフ・バランスを推進するた

め、中央病院では平成 30 年 8 月から、つくしが丘病院では平成 31 年 4 月か

ら、看護師の２交代制勤務（希望者を対象）を制度として本格導入しまし

た。  


